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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文では、戦後日本に特有な中小企業金融システムのあり方について、その成立・展開過程を具体的に跡
づけながら、21世紀における日本経済の持続的成長を保証する金融システムを提起することを試みた。 
 本論文は、「日本的経営」のあり方に対応した「日本的金融システム」の展開を跡づけた第Ⅰ部（第１章～第
５章）と、「日本的金融システム」の行き詰まりが露呈した下での中小企業金融の展開と今後の展望を試みた第
Ⅱ部（第６章～終章）から構成されている。 
 高度成長期における中小企業金融の展開を取り扱った第１章、第２章では、一般均衡理論に基づく「融資集
中機構」批判論、規制緩和論が日本経済の実態、構造分析から乖離した観念的議論であり、「金融の二重構造」
アプローチを呈示した先学に対する批判になり得ていないこと（第１章）、また、高度成長期の金融システムに
ついては、非効率な金融機関をも保護してきた「護送船団行政」であったとし、自由化促進論、批判論ともに
そこからの「脱却」を主張してきたが、第2章では、高度成長期における特有の資金供給方式であった「窓口
指導」に焦点を当て、「護送船団行政」論が、誤った理解に基づく不適切な用語の使用であることを提起した。 
 1973年の第１次オイルショックを契機とする低成長経済への移行にともない、「専門的金融機関制度」の見
直しが図られ、とりわけ、都銀等の中小企業向け貸出の急増を背景に、中小企業金融専門機関の役割の「終焉
論」が勢いを増してくるが、第３章では、「金融の二重構造」の視点からその議論の妥当性を検討し、人為的低
金利政策および融資集中機構の崩壊が「金融の二重構造」（本論文ではそれを「金融の階層性」と表現した）を
新たなかたちで生み出したことを示し、中小企業金融専門機関の存在意義を再確認した。 
 第４章では、80年代以降本格的に展開された自由化行政の展開論理を吟味し、以来グローバル化時代の今日
に至るまで繰り返し主張されてきた自由化促進論が、日本経済をどのような方向へ導こうとしたのかを明らか
にするとともに、そこでは、中小企業金融の充実など、真に「改革」されるべき課題が見送られ、第５章で詳
述される80年代後半の「バブル経済」への暴走論理、金融機関、とりわけ銀行の社会的責任、公共性の放棄の
論理が準備されていたことを示した。 
 第６章では、「バブル」崩壊後の姿をビッグバンスタートの時期まで描き、金融システム不安が高まり、その
解消が成長軌道の再生に不可欠となっているなかで、行政がビッグバンによってそれを乗りこえようとしたこ
とを示し、しかし、第７章の分析を通じて、ビッグバンがますます持続的成長の基盤を掘り崩し、90年代初頭
のバブル崩壊以降、現在も克服できていない長期不況からの脱出を阻んでいることを示した。 
 第８章では、対置すべき金融システム改革の方向について、協同組織形態をとる中小企業金融専門機関の可
能性をドイツ協同組合の動向を参考に検討を加え、「自由かつ公正な市場」の担い手としての協同組合の可能性、
その課題について論じた。 
 終章では、グローバル化時代においては、「地域スタンダード」の確立およびそれを支える「地域金融システ
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ム」の再建こそがわが国経済の持続的成長を保証することを総括的に論じた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、わが国の戦後の金融・金融制度の変遷を中小企業金融の視角から辿り、現在直面する金融制度問
題への政策を提言したものということができる。全体は２部に分かれ、前半は金融の戦後の変化を、後半は金
融制度の現状と将来の課題を論じている。 
 本論文は、順に時代を追って、その時々の金融制度上の問題、懸案を論じるという構成になっている。それ
ぞれの章で扱われる論点は、１章；融資集中機構、２章；窓口指導、護送船団方式、３章；金融の二重構造、
金融の「階層性」、４章；金融の自由化、５章；バブル経済と銀行、６章；金融ビッグバン、７章；ビッグバン
に代わる金融制度改革、８章；協同組合形式の金融への期待、９章；地域金融機関の再建・強化、である。５
章までが前半で、６章からが後半である。 
 戦後日本の経済成長経路は、大企業を資本蓄積の軸とし、中小企業を大企業の補完役として発展した。これ
が産業の二重構造を生み出した。これに対応し、金融制度も大企業に必要な資金を供給するべく整備され、大
企業に対しては都市銀行、長期信用機関、さらには政府系金融機関を配し、中小企業に対しては専門の中小企
業金融機関（公的金融機関を含む）を配した。こうして金融構造も二重化した。この二重構造のため、中小企
業金融は、それ独自の論理をもつ自立的な分野というよりも、大銀行の行動を強く反映する全体の変化によっ
て強く影響される分野となった。すなわち中小企業金融の分野の分析は日本の金融全体の考察の中で行わざる
をえない。本書もそうした特色をもっており、戦後日本の中小企業についての金融問題のみを扱っているので
はなく、上記の論点に見られるように、金融全体の中で中小企業金融を考察している。 
 また、中小企業金融は金融の中心部分でないだけに、政策的に補完されざるをえず、あるいは収益原理を離
れてもよいということになる。従来より中小企業金融は公的資金を源とし、また公的機関を資金ルートとして
いたが、ことにバブルの崩壊後は公的資金の役割が大きくなり、公的な側面が表面に現れた。 
 このように産業と金融とにおける二重構造の認識に基づき、申請者（齋藤氏）は、金融自由化をする場合に
は、日本の金融市場は均質ではないことを認識すべきである、自由化が必ずしも中小企業金融機関の効率性を
高めることはなく、すべてを競争に任せるビッグバンには反対である、という立場をとる。バブルの崩壊後、
地域経済を活性化するためには地域経済や地場産業を支えた中小企業を活性化しなければならず、そのために
は地域金融機関、中小企業金融機関、特に収益原理に基づかない協同組合形式の金融に期待している。しかも
これらの企業が社会的弱者として保護の下に運営されるのではなく、自立しなければならないことを強調して
いる。すなわち「市場経済下における協同組合事業の発展の可能性」（262頁）に期待している。自立の可能性
については、地域に密着した金融機関として大銀行にまさる情報生産能力を評価し、また地域の資金を地域に
還元することができ、可能性ありと判断している。こうした主張は協同組合組織による金融機関の発展方向を
指し示す提言として本論文で大いに評価できるところである。 
 中小企業金融は、制度金融の性格が強く、公的資金のウエイトも大きいので、これら諸制度の分析を含むと、
中小企業金融の全体像がさらに明らかとなったのではないかと考えられる。中小企業金融の先行研究はさほど
多くなく、本論文は中小企業金融をわが国の金融全体の中に位置づけ、明らかにするものであり高い評価を与
えることができる。審査委員会は全員一致して、本論文を博士（商学）の学位を授与するに値すると認めた。 
 
